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そ

業の手伝いや
遊休農地

の

を解消する等の援農活

他

動をする新たな担い手

　

の育成に寄与すること

】

ができました。２０年

【

度は新たに７名が登録

協

し、Ｊ
Ａ湘南サポート

働

バンクへの登録者数は

：

合計１８名になりまし

】

た。

Ａ：成果があがっ

目

た

的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

18年度 平成19年度

.

平成20年度 平成21

事

年度 平成22年度 平成

業

23年度 平成24年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成18年度 平成19

付

年度 平成20年度 平成

け

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成18年度 平成

名

19年度 平成20年度

事

平成21年度 平成22

業

年度 平成23年度 平成

担

24年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成20年

科

度の主な取組と成果

平

目

成20年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成20年度分) 頁

サポ

種

ートファーマー育成事

類

業

経済部　農水産課

0 ハ1－060103－0 ー40000 ○ ●

04 基

ド

本目標４　　活力とに

ソ

ぎわいに満ちたまち
総

フ

合計画の
03 ③〈新し

ト

い芽〉　リーダー、後

根

継者が育ち活躍できる

拠

環境をつくる
位置付け

法

02 2 新しい価値観

令

や豊富な行動力をもっ

等

た担い手が、継続的に

対

育成されるしくみをつ

象

くる

平塚市民

□ □ □ □

・

JA湘南

農業者以外の

受

市民が農業に従事でき

益

るよう、農業技術研修

者

など 農業の担い手の育

事

成のため、研修農場で

業

作付け、肥培管理、収

期

を実施することにより

間

、援農組織へ登録する

委

援農者や新規就農 穫な

託

どの農業技術研修を開

、

催します。
者などの担

協

い手が育成されていま

働

す。

サポートファーマ

【

ー研修会開催回数 回

農

委

場での実技研修および

託

講義研修の回数

47 4

：

7 47 47 47 47

4

3

4 44

-

- - - -

援農

セ

者数

研修会修了後、援

ク

農組織などへの登録者

・

数

10 14 18 21 2

財

4 27

11 18

-

- -

団

- -

①：予定どおり

農

企

家の高齢化や後継者不

業

足が進行する中で、定

Ｎ

年退職者や農業に興味

Ｐ

がある市民を対象に農

Ｏ

業研修を実施し、農作



2 頁

位

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

施

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

策

86 165 234 23

へ

4 234 234

0 37

の

8 519 677 677

貢

677 677

0 464

献

684 911 911 9

高

11 911

－ － －

0.

市

00 0.65 0.65

民

1.15 1.15 1.

満

15 1.15

0.00

足

0.00 0.00 0.

度

00 0.00 0.00

を

0.00

0 5,455

高

5,455 9,610

め

9,610 9,610

る

9,610

0 5,91

方

9 6,139 10,5

策

21 10,521 10

業

,521 10,521

有

● ○ ○ ○ ○ ○ ○

農業従

効

事者の高齢化、後継者

性

不足が進行する中で、

継

農業者以外の市民に補

続

助的労働力として協力

に

していただくため、継

よ

続的に本
事業を開催し

る

、将来援農活動ができ

成

る新たな担い手を育成

果

します。

研修内容の充

向

実を図り、援農ボラン

上

ティア制度の周知を行

の

います。

　地域農業の

可

持続的な発展を図るた

能

め、農業者の高齢化
や

性

後継者不足を補完する

低

サポートファーマーの

そ

育成を継
続するもので

の

す。

他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平

項

成21年度 平成22年

目

度 平成23年度 平成2

分

4年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成22年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成22年度の取

の

組方針

課長コメント

■
抽

定年退職者や農業に興

出

味のある市民にとって

総

、専門的な
●□ 指導の

合

もと一年間をとおし、

評

指導が受けられること

価

は、

□ 食の安全性も含

市

め、研修の参加者数か

民

ら判断すると市民 ○
□

ニ

ニーズが高いです。

□

ー

研修会の受講により専

ズ

門的な知識、農家とし

高

てのノウハ
●■ ウを習

事

得できることから、有

業

効性が高いです。

□ ○

目

□
□ 参加者より年間、

的

８０００円の負担金を

の

徴収し、市で借
●

■ 用

達

している土地の使用料

成

に充当しています。
○

状

□
○

□
□ 収穫した種や

況

苗等を翌年度用に保存

必

し、経費の削減を図
●

要

■ ります。
○

□
○

□

研

性

修内容の充実と、卒業

市

生のフォローアップが

の

今後の課題です。

研修

関

会の開催、援研修会の

与

開催、援研修会の開催

の

、援研修会の開催、援

必

研修会の開催、援研修

要

会の開催、援

農ボラン

性

ティア制農ボランティ

低

ア制農ボランティア制

事

農ボランティア制農ボ

そ

ランティア制農ボラン

の

ティア制

度の検討 度を

他

創設 度を周知 度の周知

上

度の周知 度の周知

0 0
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展開 平成21年度への展開 平成22年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ａ：成果があがった Ａ：成果があがった

－ ①：予定どおり ①：予定どおり

農家の高齢化や後継者不足が進行す 農家の高齢化や後継者不足が進行す
る中で、定年退職者や農業に興味が る中で、定年退職者や農業に興味が
ある市民を対象に農業研修を実施し ある市民を対象に農業研修を実施し
、農作業の手伝いや遊休農地を解消 、農作業の手伝いや遊休農地を解消
するなど援農活動をする新たな担い する等の援農活動をする新たな担い
手の育成に寄与することができた。 手の育成に寄与することができまし

５

１９年度卒業生２０名

.

のうち、１１ た。２０

事

年度は新たに７名が登

業

録し
名がＪA湘南のサ

展

ポートバンクに登 、Ｊ

開

Ａ湘南サポートバンク

の

への登録
録した。 者数

経

は合計１８名になりま

緯

した。

研修内容の充実

平

と、卒業生のフォロ 研

成

修内容の充実と、卒業

1

生のフォロ
ーアップが

8

今後の課題である。 ー

年

アップが今後の課題で

度

す。

－ 現状の規模で継

事

続 現状の規模で継続

研

業

修内容の充実を図り、

分

援農ボラン 研修内容の

平

充実を図り、援農ボラ

成

ン
ティア制度の周知を

1

行う。 ティア制度の周

9

知を行います。

－ 実施

年

計画事業／行政改革事

度

業 実施計画事業

事業分 平成20年度事業分

進捗状況

主な取組と成果

検証結果

平成20年度への
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その他　】 【協働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

18年度 平成19年度

.

平成20年度 平成21

事

年度 平成22年度 平成

業

23年度 平成24年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成18年度 平成19

付

年度 平成20年度 平成

け

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成18年度 平成

名

19年度 平成20年度

事

平成21年度 平成22

業

年度 平成23年度 平成

担

24年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成20年

科

度の主な取組と成果

平

目

成20年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成20年度分) 頁

漁業

種

後継者育成事業

経済部

類

　農水産課

00－xx ハxxxx－xx000 ー0 ○ ●

04 基本目標４

ド

　　活力とにぎわいに

ソ

満ちたまち
総合計画の

フ

03 ③〈新しい芽〉　

ト

リーダー、後継者が育

根

ち活躍できる環境をつ

拠

くる
位置付け

02 2 

法

新しい価値観や豊富な

令

行動力をもった担い手

等

が、継続的に育成され

対

るしくみをつくる

漁業象 者・市民

□ □ □ □

体験

・

漁業や研修会などの開

受

催を支援することによ

益

り、漁業の後 将来の漁

者

業を担う後継者を育成

事

するため、研修機会や

業

試験研究
継者が育成さ

期

れています。 事業など

間

の活動を支援します。

委

体験漁業・市場見学会

託

開催回数 回

－

35 35

、

38 40 42 45

35

協

38

体験漁業・市場見

働

学会参加者数 人

－

2,

【

500 2,500 2,

委

550 2,600 2,

託

650 2,700

2,

：

520 2,550

①：

3

予定どおり

小・中学生

セ

の市場見学会や体験漁

ク

業、研修会等の開催で

・

海や漁業への関心を高

財

めることができました

団

。

Ａ：成果があがった

企業 ＮＰＯ
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位

援。

0 0 0 0 0 0 0

0

施

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

策

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

へ

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

の

0 0 0 0

－ － －

0.0

貢

0 0.27 0.27 0

献

.12 0.12 0.1

高

2 0.12

0.00 0

市

.00 0.00 0.0

民

0 0.00 0.00 0

満

.00

0 2,266 2

足

,266 1,003 1

度

,003 1,003 1

を

,003

0 2,266

高

2,266 1,003

め

1,003 1,003

る

1,003

● ○ ○ ○ ○

方

○ ○

漁業に関心を持つ

策

児童・生徒を増やすこ

業

とや若い漁業者自身の

有

研鑽を積むために、毎

効

年度継続して事業を支

性

援していく必要があ
り

継

ます。

小・中学生を対

続

象とした体験漁業等の

に

継続的実施を支援する

よ

とともに、漁業者の研

る

修機会の拡大等を働き

成

かけます。

　将来の漁

果

業の担い手の確保とと

向

もに若手漁業者の育成

上

を目的として着実に事

の

業を実施していること

可

から、引き
続き必要な

能

支援を行っていくもの

性

です。

低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平

項

成21年度 平成22年

目

度 平成23年度 平成2

分

4年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成22年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成22年度の取

の

組方針

課長コメント

□
抽

より多くの小中学生が

出

体験漁業に参加できる

総

機会をつく
●□ るため

合

市の関与の必要があり

評

ます。

■ ○
□
□ 小中学

価

生に魚や海への関心を

市

持たせるための体験乗

民

船や
●□ 市場見学を継

ニ

続的に行うことで、成

ー

果の向上が期待でき

■

ズ

ます。 ○
□
■ 将来の担

高

い手を確保するために

事

は、小中学生を対象と

業

し
●

□ て事業を実施す

目

ることが妥当です。
○

的

□
○

□
□ 市と平塚市漁

の

業協同組合が役割を分

達

担し、連携し実施す
●

成

□ るものであり効率性

状

は高いです。
○

□
○

■

況

単年度実施では効果が

必

薄いため、毎年度継続

要

して支援していく必要

性

があります。

小学生の

市

体験乗船小学生の体験

の

乗船小学生の体験乗船

関

小学生の体験乗船小学

与

生の体験乗船小学生の

の

体験乗船

、市場見学な

必

どへ、市場見学及び漁

要

、市場見学及び漁、市

性

場見学及び漁、市場見

低

学及び漁、市場見学及

事

び漁

の支援 業者の研修

そ

等を支業者の研修等を

の

支業者研修会等の支業

他

者研修会等の支業者研

上

修会等の支

援 援 援 援。
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展開 平成21年度への展開 平成22年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ａ：成果があがった Ａ：成果があがった

－ ①：予定どおり ①：予定どおり

小・中学生の体験漁業や研修会等の 小・中学生の市場見学会や体験漁業
開催で海や漁業への関心を高めるこ 、研修会等の開催で海や漁業への関
とができた。 心を高めることができました。

平塚市漁業協同組合の育成事業は将 単年度実施では効果が薄いため、毎
来の漁業者の減少が予測されること 年度継続して支援していく必要があ
から小・中学校に呼びかけを行い継 ります。
続して支援していく必要がある。

－ 現状の規模で継続

５

現状の規模で継続

小・

.

中学生の体験漁業や研

事

修など参 小・中学生を

業

対象とした体験漁業等

展

加者の増加を検討する

開

。 の継続的実施を支援

の

するとともに、
漁業者

経

の研修機会の拡大等を

緯

働きか
けます。

－ 実施

平

計画事業 実施計画事業

成18年度事業分 平成19年度事業分 平成20年度事業分

進捗状況

主な取組と成果

検証結果

平成20年度への


